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第１章 富山市工業振興ビジョンの策定と改訂目的

富山市工業振興ビジョン（以下「ビジョン」という。）は、日本海側有数の工業集積を持つ本市

が、長期にわたる成長を遂げ、雇用機会の確保と持続的な地域経済の発展を支えていくことを目的

として、平成２１年３月に今後１０年間の工業振興施策の指針として策定したものである。

このビジョンでは、富山市工業の現状と動向から、本市が持つ強みや課題、工業振興施策の取り

組み状況等を分析し、富山市工業のあるべき将来像と６つの基本方針を定めている。また、各種の

目標を設定し、目標達成のための具体的な施策方針と事業を定めることによって、ビジョンが目指

す将来像と、その実現のために取り組むべき施策の方向性を体系的に示している。

＜富山市工業振興ビジョンの構成＞

富山市工業の現状― 課題分析 ― 将来像と基本方針 ― 目標設定 ― 施策方針と事業

         企業団地適地調査 ― 企業団地候補地の選定

＜将来像及び将来像の実現イメージ＞

◇将来像
「底力のある成長に挑む－未来に輝く「産業都市」とやま－」

◇将来像の実現イメージ

進化
Evolution

成長産業へと産業構造が高度化するとともに、新しい産業が創造さ

れていく。

活力
Dynamism

豊かなアイディアや多様な技術、製品開発能力を備えた中小製造業

やベンチャー企業が多数輩出され、活力がある

創造
Creation

高度な技術を有する企業が市内に集積し、個々の企業が高い専門性

を発揮し、付加価値の向上が図られ、また、有望な産業人材が数多

く育っている

連携
Collaboration

企業や人材の交流・連携が活発化し、共同研究などを通じて新製品

が開発され、サービス業などへ波及効果が生まれてくる

＜富山市工業振興ビジョンの基本方針＞

1.成長型産業構造への進化と新産業
の創造

2.中小製造業の経営の安定化と新た
な成長の促進

3.産業インフラの整備促進

4.ものづくり基盤の強化と経営革新の推進

5.明日を担う人材の確保・育成

6.持続可能な省エネ・省資源構造の推進
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また、ビジョンの推進にあたっては、産業活動の主体である企業をはじめとして、富山市、国、

富山県、経済団体、大学等高等教育機関、産業支援機関、金融機関などが相互に協力・連携しあい

ながら、地域工業の特性や実情を踏まえて柔軟かつ適切に対応し、各主体が下図に示すような役割

を果たしていくこととしている。

＜ビジョンの推進方法＞

一方、本市を取り巻く社会・経済情勢は、中国をはじめとする新興国の急速な経済発展や、それ

に伴う経済のグローバル化の一層の進展、本格的な人口減少社会の到来や社会の成熟化に伴う市民

ニーズの多様化など、めまぐるしい変化を遂げている。

本市が、目標とする産業都市像を実現し、持続的に発展していくためには、こうした環境の変化

や地域産業の現状をタイムリーにとらえた施策を実施することが不可欠であることから、本ビジョ

ンについては、概ね３年ごとに見直しを行い、適宜必要な修正を加えながら目的の実現に向けた取

り組みを続けていくこととしている。

■連携と役割のイメージ

②富山市

③国・県

④経済団体

⑤産業支援
機関

⑥金融機関

⑦学術機関

本市は企業団地や道路など
のインフラ整備と、経営安
定化のための融資・助成制
度を主体的に担う。

県・国は企業立地の促進、
新産業の創出、起業支援、
産学官連携の推進による
新技術、新製品の開発、
環日本海など国際交流の
推進などや、インフラの
整備を担う。

経済団体は経営指導など
による経営革新の推進、創
業・起業支援、ステップア
ップのための総合的経営
支援を担う。

富山県新世紀産業機構など産業支援
機関は創業・起業支援、新技術・新
製品開発支援、市場調査、国際化支
援などを担う。

豊富な情報と資
金をベースとし
た経営・資金支援
と、グローバル企
業等との取引支
援を担う。

大学などの学術
研究機関は、研究
開発・技術開発や
新産業の創造支
援などを担う。

①主体である企業
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なお、本ビジョンでは、企業団地等のインフラ整備を、市が担う重要な役割の一つとして位置づ

けており、企業団地の造成に係る適地調査を経て、企業団地に適しているとして選定された市内８

箇所のエリアのうち、①「交通アクセス」、②「労働力の確保」、③「インフラの状況」、④「土地

利用の整合性」、⑤「用地確保の容易さ」の観点から、「熊野・新保・４１号線周辺」、「流杉Ｉ

Ｃ周辺」、「富山西ＩＣ周辺」、「大沢野北部」の４つのエリアを優れた候補地として評価してい

る。

＜企業団地候補地エリア＞
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日本の経済成長率　実質国内総生産（ＧＤＰ）
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売上高と経常利益「富山市中小企業等実態調査」
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第２章 社会・経済情勢の変化と地域産業の現状

ビジョンの策定に着手した平成１９年においては、日本経済は平成１４年１月から続く息の長い

緩やかな景気回復期にあった。その後、平成２０年９月にアメリカで発生したリーマンショックを

契機に、世界経済は急速に悪化し、我が国の経済も大きな打撃を受けたが、「１００年に一度」と

いわれたこの経済危機においても、中国を中心とする新興国向けの輸出拡大などを背景に、再び緩

やかな回復の動きが広がりつつあった。

しかし、平成２３年３月の東日本大震災の発生によって、我が国の経済は再び大きな打撃を受け、

今回の震災では、サプライチェーンの寸断による部品供給の途絶や、原子力発電所事故によるエネ

ルギー供給の逼迫など、我が国の産業構造が持つ新たな課題も浮き彫りになった。

また、ＥＵ諸国やアメリカの財政不安に起因する急速な円高の進行や原油価格の大幅な変動など、

経済を取り巻く環境が厳しさを増すとともに、先行きが見通しにくい状況にある。

こうした中、本市の工業も総じて厳しい状況にあり、今回の改訂作業に先立ち、平成２３年３月

に市内の製造業を対象に実施した「富山市中小企業等実態調査」では、回答した約７割の企業が過

去３年間で売上高・経常利益ともに減少していると回答しており、代表的な経済指標の一つである

製造品出荷額等指数（平成８年度を１００％）を見ても、平成２１年で８２．３％と期間中で最も

低い数値となっている。

その一方で、県内においては、東海北陸自動車道の全線開通、総合的拠点港の選定による伏木富

山港の整備促進、富山空港における航空便の増便や北陸新幹線の平成２６年度末までの開業が見込

まれるなど、交通・産業インフラの整備拡充が進んでいることから、陸・海・空全ての機能が充実

した工業都市としての優位性が高まりつつあり、今後、成長著しいアジア諸国と関東・関西・中京

地区の三大都市圏とを結ぶ日本海側の玄関口としての成長が期待されている。

また、東日本大震災の教訓から、代替ルートとしての日本海側交通網の重要性が再認識され、さ

らに地震や台風等の自然災害が少ないことなどからも本市の立地条件の良さが改めて見直されて

いる。
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第３章 富山市工業振興ビジョン第１次改訂方針
ビジョンの改訂にあたっては、絶え間なく変化する社会・経済情勢と、本市工業の動向を見据え

ながら、目指すべき将来像と基本方針の方向性を検証するとともに、現時点での目標数値の達成状

況や各事業の取り組み内容を分析し、将来像の実現のために必要な見直しを行うこととしている。

ビジョンの策定から今日までの期間には、リーマンショックによる世界同時不況や東日本大震災

など、地域経済に大きな影響を与える出来事が発生したことから、今回の改訂では、これらによっ

てもたらされた課題や新たな要望などについても分析を行うとともに、交通・産業インフラの拡充

等による更なる産業活性化の可能性についても視野に入れながら、必要な対応について検討してい

くこととする。

なお、今回は第１次改訂であり、ビジョン策定からの期間も短いことから、根幹部分である将来

像や基本方針の改訂は行わず、事業の取り組み内容に主眼を置いた見直しを行うこととする。



6

第４章 取り組み状況と課題の分析

ビジョンの改訂にあたり、当初設定した目標数値（総合目標及び個別目標）の達成状況、事業の

取り組み状況について検証する。

（１）総合目標の達成状況

本ビジョンにおいては、総合目標として製造品出荷額等と粗付加価値額を設定しており、平成

２１年時点での目標に対する達成率は、それぞれ 75.4%、68.2%となっている。また、製造品出

荷額等の平成２２年時点での目標に対する達成率は、81.3%となっている。

■総合目標値

※ 石油製品・石炭製品製造業を除く。（平成21年 3月末に大手石油精製会社が原油処理を停止

してオイルターミナル化し、製造業から業種転換。同社の売上高は富山市全体の出荷額の約

1割を占めることから当該業種を控除して計画を策定。）

（２）個別目標の達成状況

個別の指標として新設事業所開業率、新規企業立地面積（富山市企業団地分譲面積）、創業支

援施設卒業企業数、住居地域（住居系用途地域）における工場敷地、Ｕターン率（富山県Ｕター

ン就職率）、産業廃棄物減量化・循環利用率を設定しており、各指標の達成状況は次のとおりと

なっている。

■個別目標値

指標
指標の内容

当初 目標値(期間) 現状

①新設事業所開業率
(経済センサス)

3.5%
(平成 13－16年平均)

3.7%
(平成 30年)

2.5%
(平成 18-21 年)

②新規企業立地面積
(富山市企業団地分譲
面積)

5.8ha
(平成 17年度
～19年度平均)

30ha
(平成 26年まで)
毎年約5haの分譲地
ストックを確保
出荷額1%増で約2ha
の用地需要が発生

5.3ha
(平成 20
～22年度平均)

③創業支援施設卒業企
業数

年平均3.6社
※次表参照

年平均6社
(平成 21年～30年)

年平均4社
(平成 21年～22年)

指標
指標の内容

当初 目標値(期間) 現状

8,886 億円(平成21年)
21 年目標11,778 億円に
対して75.4％

①製造品出荷額等
(4人以上)
2.2%成長

 (工業統計)

11,897 億円
(平成 19年)

14,840 億円
(平成 30年) 9,784 億円(平成22年速報)

22年目標12,038 億円に
対して81.3％

②粗付加価値額
「出荷額×(18 年付加価値率
46.6%＋0.2%)」

 (工業統計)

5,152 億円
 (平成 18年)

6,950 億円
(平成 30年)

3,762 億円(平成21年)
21 年目標5,512 億円に
対して68.2％

１ これまでの取り組みと目標の達成状況
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④住居地域(住居系用
途地域)における工
場敷地
(市・都市計画調査)

46ha
(平成 19年)

40ha
(平成 30年)

次回調査予定
平成24年度

⑤Ｕターン率(富山県
Ｕターン就職率)
(富山県労働雇用課調査)

51.3%(平成18年3月卒)
51.4%(平成19年3月卒)
51.7%(平成20年3月卒)

55.0%
毎年 0.3ポイント増
(平成 30年)

56.1%(平成21年3月卒)
55.7%(平成22年3月卒)

⑥産業廃棄物減量化・
循環利用率
(富山市総合計画の目標値)

93.8%
(平成 16年度)

96.0%
(平成 23年度)
総合計画指標

96.1%
(平成 22年度)

■創業支援施設の独立状況

施設 期間 独立企業数
計画
(年平均)

平成21年度 平成22年度

ハイテク・ミニ企業
団地

平成11年
～20年 3月

22社
年平均2.2社

2.5 社 2社 2社

インキュベータ・オ
フィス

平成14年8月
～20年 3月

8社
年平均1.4社

1.5 社 2社 1社

新産業支援センター
平成19年4月
開設

平成 20 年 3 月
現在11社入居

2.0社 1社 0社

合 計 6社 5社 3社

① 新設事業所開業率

平成１８－２１年は、リーマンショックが大きく影響した期間であり、全国的な開業率の低下

と同様に、富山市においても大きく低下している。なお、ビジョン策定以前からの新設事業所開

業率の推移は以下のとおりとなっている。

新設事業所開業率の推移（平成８年～平成２１年・経済センサス）

1996-1999 1999-2001 2001-2004 2004-2006 2006-2009
区 分

Ｈ8-11 Ｈ11-13 Ｈ13-16 Ｈ16-18 Ｈ18-21

調査時事業所数 23,615 23,398 22,171 22,084 22,556

新設事業所数 2,889 3,120 2,540 2,995 1,537

年平均開業事業所数 1,051 1,387 953 1,283 558

事業所開業率（富山県） 3.3 4.9 3.3 4.9 2.1

事業所開業率（全国） 4.1 6.7 4.2 6.4 2.6

② 新規企業立地面積(富山市企業団地分譲面積)

  2.2%増の製造品出荷額を前提に毎年5haの分譲地の確保を計画し、全体での製造品出荷額が落

ち込む中でも、堅調に企業の用地需要が発生している。

③ 創業支援施設卒業企業数

  平成 21年度５社、22年度３社と、目標である年平均６社には満たない。

  平成 21 年 7 月から実施した創業者ステップアップ促進事業において、インキュベーション・

マネージャーを配置し、積極的な企業訪問活動によってビジネスマッチングを促進するなど、施

設入居者の経営支援を強化したが、経済情勢の悪化もあり、卒業に至らず入居期間が長期化する

例が見られる。

事業所開業率（富山市） 4.3 5.9 4.1 5.8 2.5
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④ 住居地域における工場敷地

平成２４年度に都市計画調査が予定されており、次回の改訂時に状況を確認する。

⑤Ｕターン率、⑥産業廃棄物減量化・循環利用率については、おおむね目標を達成している。

（３）事業の取り組み状況

本ビジョンにおいては、施策方針に基づき各種の事業を行うこととしており、目指すべき将来像

の実現のため、関係機関がそれぞれの担うべき役割について取り組みを続けている。

ビジョン策定からの取り組み状況は、≪資料１≫に掲載のとおりとなっており、現時点では概ね

計画通りに進んでいるが、一部で計画通りの実績が上がらない事業も見受けられる。

これまでの取り組みの結果として、現時点では、当初設定した目標に達していないものが出てき

ている。

その原因としては、総じてリーマンショックの影響が大きいと推察され、世界経済の急速な減速

による輸出の減少や国内消費の低迷など、経済環境の厳しさが増し、企業の景況感が急速に悪化す

るとともに、多数の非正規労働者の雇い止めが生じるなど雇用情勢も悪化した。

こうした中、政府の積極的な経済対策が実施され、本市においても、本ビジョンに基づいた様々

な事業に取り組んできており、これらの経済対策や中国を中心とした新興国の発展による輸出拡大

などにより、我が国の経済にも少しずつ持ち直しの動きが見られたが、東日本大震災の影響によっ

て再び大きな打撃を受け、急激な円高の進行や原油価格の大幅な変動などの要因も重なり、景気の

先行きに対する不透明感が高まっている。

このような経済全体の流れは、前述の「富山市中小企業等実態調査」の結果にも現れており、経

営上の問題点として「受注・販売や取引先との関係」「収益性や資金繰り」「生産・技術・設備面」

の３つの項目について行った調査では、それぞれ「受注量の大幅減少」「製品単価の引下げ」「生

産・開発設備が老朽化」が第１位の回答となった。

また、環境変化の中で事業にマイナスの影響を与えたものとして、「為替相場の変動」「国際化・

グローバル化の進展」「環境問題への対応要請」などが挙げられている。

一方、行政に求める地域工業の振興策については、「融資制度の充実」が最も多く47.5%、次いで

「人材育成への支援」が34.5%、「受注、販路拡大への支援」が28.7%となっており、その他にも「新

製品(技術)開発への支援」、「企業・工業団地の整備」、「Ｕターン等の技術者の確保」などの回答が

多くなっている。

経営上の問題点「富山市中小企業等実態調査」

２ 課題の分析

受注・販売や取引先との関係 ％ 収益性や資金繰り ％ 生産・技術・設備面 ％

1 位 受注量の大幅減少 50.8 製品単価の引下げ 61.3 生産・開発設備が老朽化 38.4 

2 位 同業者との競争激化 48.1 原材料費の上昇 56.1 
生産・開発を担うスタッフが
不足

35.6 

3 位
取引先からの要請や取引条件
が厳しい

27.6 人件費の上昇 31.8 建物の老朽化・狭小 30.7 

4 位
営業力が不足し販路開拓が進
まない

20.7 廃棄物処理コストの上昇 15.5 高性能な最新設備の不足 17.1 

5 位 製品ニーズの変化 17.7 納期短縮に伴うコスト上昇 13.5 
研究開発や設備投資への資
金調達が困難

13.8 
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このように、社会・経済情勢が目まぐるしく変化する状況において、行政には、地域経済が直面

する課題を的確に捉え、今後の経済活性化に向けた支援策をタイミング良く実施していくことが求

められる。

次の章からは、これまでの取り組み状況と課題分析から得られた情報をもとに、本市が目指す工

業の将来像の実現のために必要な対応について検討していくこととする。

地域工業振興のための方策「富山市中小企業等実態調査」
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第５章 今後の取り組み
この章では、ビジョンに掲げた将来像の実現に向けて、従来からの取り組みとともに今後取り組

むべき施策について検討する。

本市の工業発展には、企業誘致や創業支援による新たな企業の進出もさることながら、本市に根

を下ろし、長らく本市の工業発展に貢献してきた既存企業の成長が不可欠であり、これらの既存企

業に対する支援施策の強化に取り組む必要がある。

（１）既存企業に対する支援施策の状況

本市の既存企業に対する支援施策としては、補助金や融資制度を通じた活動支援は行っている

が、市が関係機関との連携によって企業活動に積極的に関与し、企業との協働により相互の発展

を目指す取り組みは十分とはいえない状況にある。

（２）求められる取り組み

企業の支援施策については、市独自の取り組みによるだけでなく、「ビジョンの推進方法」に

示したように、国や県、経済団体、学術機関等と連携した一体的な取り組みが不可欠である。特

に、経済のグローバル化が進展し、様々な要因が経済に影響を及ぼす現在においては、互いの情

報を共有し、関係機関への働きかけを行うとともに、この度、国からの選定を受けた環境未来都

市構想の実現に向けた新しい取組みについても検討を進めていく必要がある。このことから、次

に掲げる施策について取組みを進めていく。

① 企業立地支援体制の充実

企業が事業を継続するためには、拠点を置く自治体や地域住民等との円満な関係を築くこと

が重要であり、互いの情報を共有し、問題の早期解決や要望の実現によって、本市での円滑な

企業活動を促進し、企業の定着と成長をサポートする体制作りが必要である。

このことから、「ワンストップサービス」という従来の体制を発展させた「企業立地支援サ

ービス事業」の実施によって、積極的に企業側に出向いて情報を収集し、施策に反映させるな

ど、「面倒見のよい市」を目指したサービス体制を確立し、企業へのアフターフォローを充実

させる。

また、企業立地に係る助成金についても、時代の変化や企業ニーズに応じた制度となるよう

見直しを図る。

② 経営基盤の強化と国際化への対応

近年の新興国の経済発展による国際化の進展は、海外の成長を取り込むチャンスである一方、

急激な円高の進行等とあいまって、企業の海外流出による国内産業の空洞化に繋がるリスクも

含んでいる。

産業の空洞化は、地域経済だけでなく我が国全体の衰退に直結する喫緊の課題であることか

ら、市としては、新分野・新事業への進出に対する支援を行い、企業の経営基盤の強化を図り

ながら、国や県に対する働きかけ等によって、交通・産業インフラの充実や自然条件の良さな

ど、本市が持つ優位性や潜在的な可能性を最大限に活かすための体制づくりを進めていくとと

もに、国や県、関係機関との連携を強化し、国際化に対する支援策等の情報収集及び企業への

情報提供を行うこととする。

③ 産学官連携による地域産業の支援策の強化

１ 既存企業の支援施策の強化
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本市では「くすりのとやま」としての医薬品製造が全国的な知名度を持っており、現在も地

域ブランドとして積極的な取り組みを展開している。今後はこの取り組みをさらに強化しなが

ら、機械金属加工業やＩＴ関連製造業等といったその他の産業についても、そのノウハウを活

かしたブランド化を検討するなど、企業活動に対して積極的に関与し、産学官連携による産業

支援施策を強化していく。

また、企業の成長には販路の拡大が重要であり、特に創業後間もない企業にとっては、より

多くの受注機会を得るための環境づくりも必要である。

④ 人材育成の推進と人材確保のための企業認知度の向上

優秀な人材を確保することは、企業の成長を考える上で不可欠な要素であるが、更なる経営

基盤の強化と国際化への対応を促進するためには、これまでの技能者育成に加え、新しい産業

を創り出すクリエイティブな人材の確保が重要となっている。また、先行き不透明な社会・経

済情勢を背景に、就職先に対する学生やその家族等の大手・安定志向が強まりつつあり、市内

の中小企業では、人材の確保に対する取り組みを求める声が多くなっている。

このことから、今後も県や高等教育機関等と連携した人材育成を進めるとともに、市として

は、企業の研究関連施設等の建設に対する助成制度の導入を検討するなど、企業誘致の面から

も知的労働者の集積を図ることや、市内企業の事業内容や技術力に触れる機会を増やすなど、

就職先としての認知度を高めるための取り組みについても検討を進めていく。

⑤ 創業者支援制度の拡充

本市が設置している創業者支援施設においては、目まぐるしく変化する経済環境の影響等に

よって、十分に成長できない企業が見受けられることから、創業者特有の知名度の低さや発信

力の弱さを補いつつ、柔軟な発想や独創性といった強みを活かすための機会を提供するなど、

創業後の成長支援を充実させる必要がある。

中でも、ハイテク・ミニ企業団地については、開設から２０年以上が過ぎ、施設の老朽化が

進むとともに、創業後の成長の難しさから入居期限を超えて入居している企業があり、退去企

業数も増加傾向にあることから、運営体制の強化と入居企業者への更なる支援策について検討

する必要がある。また、入居者からは、資金不足や団地から独立するための適当な土地が見つ

からないなどの声も聞かれることから、現在の団地の一部を分譲用の工場用地として整備し、

団地からの独立を促進するなどの取り組みを図る。

■新たに取り組む事業

施策方針 取り組み内容 主体
1-(1)
企業進出の促進
2-(1)
工場適地への誘
導

企業立地支援サービスの実施
・全庁横断的な体制を構築するとともに、企業訪問等を行い
「面倒見の良い市」を目指したサービス体制を確立する。
新分野への進出支援による経営基盤の強化
・新分野への設備投資に対する融資制度や助成制度を導入
し、市内での事業継続を支援する。
自然科学研究機関の誘致・支援
・産業の高度化や新規雇用を創出する自然科学研究機関の
誘致や支援を積極的に行う。
企業立地に係る助成金の拡充
・助成金の交付要件を中小企業者の実態に即した内容とな
るよう見直しを行う。
・企業の資産取得を支援するため、新たな融資・助成制度

市工業政策課

市工業政策課

県・市工業政策課

市工業政策課
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の創設により、企業用地の賃貸契約から分譲契約への切
り替えを促進する。
空き工場用地活用促進事業の拡充
・空きオフィスに関する情報を充実させ、企業の市内進出
をさらに促進する。

市工業政策課
県中小企業団体中
央会

1-(2)
国際化の促進
1-(4)
新分野・新事業進
出の支援

インフラ整備の促進と連携強化
・北陸新幹線や伏木富山港などの交通・産業インフラの整
備促進について国や県に働きかけを続けるとともに、ア
ジア諸国の成長を取り込むための連携を強化する。
新分野への進出に対する融資・助成制度の充実（再掲）
・新分野への設備投資に対する融資制度や助成制度を導入
し、企業の経営基盤の強化や産業の活性化を支援する。

国・県・市工業政
策課

国・県・市工業政
策課

2-(4)
地域資源活用に
よる富山ブラン
ドの育成
2-(5)
医薬品産業の育
成

産学官連携による地域産業の支援策の強化
・「富山のくすり」ブランドの更なる推進と他製造業のブ
ランド化を検討する。
・企業と行政との連携による市内産業のＰＲ施策を検討す
る。
環境未来都市構想の実現に向けた施策の実施
・生薬・漢方関連産業の拠点形成のための「薬都とやま生
薬栽培工場」の構築や生薬のブランド化に向けた調査研
究を促進する。

県、市薬業物産課
市工業政策課

市薬業物産課

4-(2)
企業間交流の促
進
4-(3)
第２創業支援

起業家応援プロジェクトの実施
・インキュベーション施設入居者等を対象とした交流イベ
ント等を開催する。
ハイテクミニ企業団地の一部分譲地化
・団地の一部を独立後のステップアップに適した規模の分
譲用地として整備する。
ハイテク・ミニ企業団地の事業運営体制の強化
・入居期間内の卒業を促進するため、卒業に要する費用の
融資や助成等の支援を行う。
起業家応援プロジェクトの実施（再掲）

市工業政策課

市工業政策課

市工業政策課
県中小企業団体中
央会
市工業政策課

5-(2)
キャリア形成の
支援
5-(8)
人材確保のため
の企業認知度の
向上（新規）

知的人材の集積
・研究関連施設等の立地に対する助成制度の導入を検討し、
知的労働者の集積を図る。（再掲）
市内企業の認知度向上
・学生や学校等に対し、市内企業の優れた事業内容や技術
力をＰＲすることにより、優れた人材の市内企業への就
労に繋げる。

県、市工業政策課

県、市商業労政課
市工業政策課

（１）現候補地選定の経緯

企業団地を確保することは、企業誘致による産業構造の高度化と集団化による生産性の向上を促

進するという点で、既存企業の支援と並び、本市の産業振興策として重要な位置を占めている。

現在、企業団地の整備については、富山市都市マスタープランにおける土地利用の方針に従い、

企業の立地ニーズに対応しながら計画的に進めていくこととしており、候補地の選定にあたって

は、都市マスタープランで指定した工業地区を基に、開発余地の可能性や交通アクセス、労働力

の確保等の観点から総合的な評価を行い、市内の４つのエリアを団地整備の候補地としている。

（３頁参照）

（２）ビジョン策定後の企業団地整備の取り組み状況

ビジョンによって選定された４つの候補地の現時点での取り組み状況は次のとおりとなって

２ 新たな企業団地候補地の再検討と企業立地の促進
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いる。

候補地 取り組み状況
①熊野・新保・41号線周辺地域 平成２２年度に「熊野北部企業団地」の整備が完了し、全区画の分譲

も完了している。
②富山西IC周辺地域 平成２２年度に「呉羽南部企業団地」のＢ・Ｃブロックの整備が完了

し、現在分譲中である。
③流杉IC周辺地域 平成２１年度に基本構想を策定した。

④大沢野北部地域 平成２３年度に塩地区において、開発に向けた検討を開始した。

（３）新たな企業団地整備における課題

本市の企業立地については、企業の業務拡大や新分野への進出に加え、東日本大震災後は、災

害が少ないという理由から、リスク分散として本市への立地を検討する動きも見られるなど、既

存の企業団地への入居が好調であり、また、総合的拠点港の選定による伏木富山港の整備促進や

北陸新幹線の開業等、交通・産業インフラの拡充による企業進出の増加も期待され、これらのニ

ーズに応えるためにも新たな団地整備が急務となっている。

しかしながら、現在の候補地は全て農地であり、平成２１年１２月の農地法の改正に伴う農地

転用の厳格化や食料自給率の向上、災害により減少した農地の確保の必要性などから開発が難し

くなっている。

なお、企業団地への入居が進む一方で、移転や閉鎖等に伴い市内の空き工場等が増加する傾向

にあり、これらの活用についても並行して取り組んでいく必要がある。

富山市の企業団地の入居状況(平成２３年１２月末現在)

富山市 中小企業基盤整備機構

団地名 金屋
企業団地

西本郷
企業団地

大沢野
西部企業団地
(第１期)

呉羽南部
企業団地

熊野北部
企業団地

富山八尾
中核工業
団地

分譲面積(㎡) 195,759 58,278 18,598 185,126 30,621 1,011,048

入居済面積(㎡) 192,218 58,278 18,598 161,541 30,621 806,168

入居率(％) 98.2% 100.0% 100.0% 87.3% 100.0% 79.7%

入居済企業数 29 14 1 15 2 31

未入居面積(㎡) 3,541 0 0 23,585 0 204,880

未入居区画数 1 0 0 3 0 8

（４）今後の企業団地候補地の検討と企業立地の促進

企業団地の整備は、今後もビジョンによって示された４つの候補地を基本に進めていくが、開

発の難しい状況が今後も続くことが予想されることから、それ以外の地域も含め新たな候補地を

再検討する必要がある。

また、大規模な団地の整備には時間を要することから、短期に整備が可能な中・小規模団地の

整備についても検討を行うとともに、企業が撤退し未利用のままとなっている工場用地等もある

ことから、「空き工場用地活用促進事業」によりこれらの工場用地等を活用し、企業ニーズとの

マッチングを支援するほか、工場立地をはじめとした様々な企業活動に対しても、企業立地支援

サービス推進本部による緊密な情報交換と諸制度の活用により、迅速に対応できる体制作りを進

める必要がある。
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■新たに取り組む事業

施策方針 取り組み内容 主体
1-(1)
企業進出の促進
2-(1)
工場適地への誘
導
3-(1)
企業団地の整備

新規企業団地の整備
・企業進出の受け皿と、富山市産業の活性化を図り、雇用
創出を促進するため、新規の企業団地を整備する。
既存工場用地等の有効活用
・企業団地等における空き工場用地や、空きオフィスの情
報を収集し、工場用地等を求める事業者に情報提供を行
うことにより、企業ニーズとのマッチングを促進する。
新たな企業団地候補地の再検討
・ビジョンで示した４つの候補地を基本に、それ以外の地
域や短期に整備が可能な中・小規模団地についても新た
な候補地として再検討する。

市工業政策課

市工業政策課
県中小企業団体中
央会

市工業政策課

第４章で触れたように、本ビジョンに定めた事業の取り組み状況については、現時点では概ね計

画通りに進んでいるが、一部で計画通りの実績が上がっていない事業も見受けられる。

これらの事業の中には、制度はあっても利用実績が伸び悩んでいるなどの状況があることから、

制度の更なるＰＲや、関係機関との連携による取り組みが必要である。また、事業の効果を高める

ため、常に進捗状況を注視しながら、制度の内容や実施方法の見直しなどを行い、時代のニーズに

応え、これまで以上の実績と効果が得られるものとなるよう、今後も継続的に事業の見直しと推進

に努めていくこととする。

３ 事業の見直しと推進
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第６章 まとめ
わが国を取り巻く社会･経済環境は、欧米諸国の財政不安や中国をはじめとするアジア各国の

経済的・社会的な影響力の増大等によって、依然として不透明な状況が続いている。また、国内

においても、震災からの本格的な復興やエネルギー問題、人口減少に伴う国内市場の縮小など、

長期的な課題が山積しており、リーマンショックや東日本大震災などの影響も重なって、今回の

改訂では、施策の見直しを余儀なくされる部分もあった。

その一方で、近年の急速な国際化の進展は、交通・産業インフラの整備拡充が進む本市にとっ

て、加速するアジア諸国の成長を取り込む機会として捉え、さらには、東日本大震災やタイの工

業団地の浸水など、災害時における事業継続性確保の観点から、企業誘致にとって災害の少ない

本市の優位性が高まると言える。

こうした状況の中で、本市が将来にわたり成長を続けていくためには、常に状況把握と課題の

分析を行いながら、適切な対応策を見出し実行していくことが重要である。

今回の改訂では、本市の経済を支える既存企業に対する支援策に焦点を当て、取り組むべき課

題について検討を行った。そして、これらの取り組みとともに、今後も企業と行政、経済団体等

が、互いの連携をさらに強化しながら、ビジョンに掲げる将来像の実現に向けて不断の取り組み

を続けていくこととし、富山市工業振興ビジョンの第１次改訂とする。
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※文中の朱書き部分は、事業名等に変更があった部分。

①工場等の新増設助成制度の充
実
・対象地域を企業立地促進法で
指定した重点促進区域に拡充
【対象とする助成制度】
企業立地助成金、用地取得助成
金、用地・建物・設備取得助成
金等

②企業立地促進法に基づく支援
・富山市内の「集積区域」で、
企業立地計画の承認を受けた
事業者が行う設備投資に対し
て、土地・建物に対する固定
資産税の 3 年間課税免除を行
う。
(富山市の集積区域は中山間地
域を除く全域、指定業種は IT関
連製造業、医薬品関連製造業、
機械・金属関連製造業、健康生
活関連製造業の 4業種)

③緑地率緩和措置による支援
・富山市の「重点促進区域」に
おいて、工場立地法の届出対
象工場の緑地及び環境施設面
積率を現行の 25％より緩和
し、工場などの増設を推進す
る。
(富山市の重点促進区域 29 ヵ所
のうち、富山イノベーションパ
ークを除く 28ヵ所に適用)

④受入・相談体制の整備と情報
提供の強化
・企業立地に関してワンストッ
プで対応できる受け入れ体制
の充実を図り、県との連携を強
化し、企業誘致活動事業、立地
動向調査、企業誘致支援情報シ
ステム、企業動向調査等を行
う。
・東海地域への重点的情報発信

市工業政
策課

市工業政
策課、県

市工業政
策課、県

市工業政
策課、県

・対象地域を富山県企業立地
促進計画の重点促進区域に
拡充。
・県外企業の本市への立地を
促進するため、H23年度から
3ヵ年「県外企業誘致強化期
間」として、用地取得助成金
を 2倍 3倍に拡大。

・H21 ３社、H22 ４社、
H23 ４社

・緑地率の緩和（H21年 4月
から H23年 11末までの緩和
件数 21件）

・企業立地支援サービス事業
・企業立地ハンドブックの
作成
･企業訪問
・メールマガジンの発信等
・企業立地セミナー、立地動
向調査等による誘致活動

継続

継続

継続

継続

継続

継続

計画通
り進ん
でいる

計画通
り進ん
でいる

計画通
り進ん
でいる

計画通
り進ん
でいる

資料編

≪資料１≫事業の取り組み状況

1.成長型産業構造への進化と新産業の創造

施策方針 取り組み内容 主体 取り組んだ事業
今後
の
予定

進捗
状況

(1)企業
進 出 の
促進
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を行う。

⑤進出企業等とのマッチング推
進
・進出企業と市内企業との取引
を促進するため、マッチング機
会の提供に努める。

市工業政
策課
県、新世
紀産業
商工会議
所

・企業立地支援サービス事業
（再掲）
・各関係機関において各種の
マッチング機会を提供。

継続

継続

計画通
り進ん
でいる

①薬を通した国際交流の促進
・スイス・バーゼル市、モンゴ
ルなどとの交流を支援する。

②富山港湾の整備促進
・船舶の大型化に対応するため
富山外港計画を推進し、かつ港
湾と背後地域を有機的に結ぶ
臨港道路の整備を促進

③貿易振興事業
・ジェトロ支援、伏木富山港ポ
ートセールスを支援

県薬業連
合会、県、
市薬業物
産課

国、県

関係機関
市工業政
策課

【派遣】
・「富山ースイス薬業交流訪
問団」派遣 H21
・「富山―イタリア薬業交流
訪問団」派遣 H22,H23
・「スイス・バーゼル訪問団」
派遣 H23
【受入】
・第１回富山・バーゼル医薬
品研究開発シンポジウムの
開催 H22
・「モンゴル医師日本研修団」
受入 H21～23
・「タイ保健省伝統医療置き
薬関係者訪問」受入 H21

・国及び県へ港湾整備促進に
関する要望を行った。

・ジェトロの運営に対する支
援。
・伏木富山港ポートセールス
事業推進協議会への支援。

変更

継続

継続

継続

継続

未定
（訪問
時に受
入）

継続

継続

継続

計画通
り進ん
でいる

概ね計
画通り
進んで
いる

計画通
り進ん
でいる

①IT創業者支援事業
・とやまインキュベータ・オフ
ィスの運営支援や、IT創業者に
対する支援を行っていく。

②新産業支援センターの高度化
・富山大学、新世紀産業機構の
連携強化を図り、大学などが有
する技術を積極的に活用して
いくため、新産業支援センター
を指定管理者制度により運営
する。

市工業政
策課
中 央 会
(H23～)
まちづく
りとやま
(～H22)

市工業政
策課
富 山 大
学、新世
紀産業

・とやまインキュベータ・オ
フィスの運営及びＩＴ創業
者支援事業助成金によりＩ
Ｔ・デザイン業の創業者を支
援。21 年度 22 年度で、3 社
がオフィスを卒業、各年度 4
社に助成。

・平成 21 年 4 月から国立大
学法人富山大学が指定管理
者として管理運営業務を行
い、大学等が有する技術シー
ズや研究成果、人材、機器等
の活用による起業や事業化
の拠点施設と、また、産学官
連携の交流拠点となってい

継続

継続

計画通
り進ん
でいる

計画通
り進ん
でいる

施策方針 取り組み内容 主体 取り組んだ事業
今後
の
予定

進捗
状況

(2)国際
化 の 促
進

(3) 創
業・起業
の推進
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③起業家支援セミナー

④創業支援融資制度

商工会議
所等

市商業労
政課

る。センターには、コーディ
ネーターが常駐し、教育機
関、研究機関、経済団体や民
間企業とのマッチングを支
援するとともに、経営、技術、
財務、法律、特許などに関す
る課題解決を支援。
・富山大学と共同でビジネス
プランコンテストを開催し、
大学発ベンチャー等、起業家
の発掘・育成を図った。

・新産業支援センターにて、
起業家セミナー、経営支援セ
ミナーや知的財産セミナー
等を開催。21 年度 15 回、22
年度 12 回。また、各関係機
関により各種セミナー開催。

・創業者支援資金
富山市内で新たに開業する
者に対し、事業資金の融資あ
っせん。(H23.11 月末)
H21 60 件 322,084 千円
H22 91 件 467,350 千円
H23 45 件 193,600 千円

継続

継続

継続

計画通
り進ん
でいる

概ね計
画通り
に進ん
でいる

①ベンチャー・IT支援事業
・ベンチャー企業等新商品市場
創出促進助成金、lT創業者支援
事業補助金を通じてベンチャ
ー企業や新分野進出を支援す
る。

②市場調査等調査支援事業
・現行の新産業支援センター事
業として実施されている事業
を拡大し、商工会議所等との連
携を図り企業の市場調査を支
援する。

③研究開発・技術開発の支援
・関係機関との連携強化を図り、
相談体制の充実を通じて、個別
企業の研究開発、技術開発を支
援する。

市工業政
策課

市工業政
策課
商工会議
所

市工業政
策課、中
央会

・ベンチャー企業等新商品市
場創出促進助成金により、新
技術を盛り込んだ新商品の
市場創出を支援。21年度に 5
社 6件、22年度に 4社 7件に
助成。
・ＩＴ創業者支援事業助成金
によりＩＴ・デザイン業への
進出を支援。21 年度 22 年度
で、各年度 4社に助成。

・新産業支援センターにおい
て、企業からの経営、販路拡
大に関する相談に際して、市
場状況の情報収集を支援。
・新世紀産業機構による中小
企業販路開拓総合助成事業
において市場調査費の助成。

・平成 21 年 4 月から国立大
学法人富山大学が指定管理
者として管理運営業務を行
い、大学等が有する技術シー
ズや研究成果、人材、機器等
の活用による起業や事業化

継続

継続

継続

継続

計画通
り進ん
でいる

計画通
り進ん
でいる

計画通
り進ん
でいる

施策方針 取り組み内容 主体 取り組んだ事業
今後
の
予定

進捗
状況

(4)新分
野・新事
業 進 出
の支援
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④新産業育成支援資金 市商業労
政課

の拠点施設と、また、産学官
連携の交流拠点となってい
る。センターには、コーディ
ネーターが常駐し、教育機
関、研究機関、中央会等の経
済団体や民間企業とのマッ
チングを支援するとともに、
経営、技術、財務、法律、特
許などに関する課題解決を
支援。（再掲）

・新産業育成支援資金
富山市新産業評価委員会の
審査において、事業計画等に
ついて一定の評価を得た者
に対して事業資金の融資あ
っせん。(H23.11 月末)
H21～H23 融資申込なし
※現在、H19 の 1 件(20,000
千円)のみの融資実績である
が、融資の相談については年
に数回程度受けている。

継続 概ね計
画通り
に進ん
でいる

①融資・助成制度の充実
・住宅地の工場等を工場適地に
誘導していくため、各種の融資
制度を適正に運用していく。
企業立地促進事業資金、高度化
事業資金、用地・建物・設備助
成金等

市商業労
政課
市工業政
策課

・企業立地促進事業資金
(H23.11 月末)
H21 5 件 219,200 千円
H22 3件 150,000 千円
H23 5件 215,000 千円
・高度化事業資金(H23.11 月
末)
H21 1 件 20,300 千円
H22 0件、H23 0件
・県外企業の本市への立地を
促進するため、H23年度から
3ヵ年「県外企業誘致強化期
間」として、用地取得助成金
を 2倍 3倍に拡大。(再掲)

継続

継続

計画通
り進ん
でいる

①販路開拓支援事業
・新製品などの販路開拓を支援
するため、「ベンチャー企業等
新商品市場創出促進助成金」
「市場調査等調査支援事業」を
行う。

市工業政
策課

・ベンチャー企業等新商品市
場創出促進助成金により、新
技術を盛り込んだ新商品の
市場創出を支援した。21年度
に 5社 6件、22年度に 4 社 7
件に助成。
・新産業支援センターにおい
て、企業からの経営、販路拡
大に関する相談に際して、市

継続

継続

計画通
り進ん
でいる

施策方針 取り組み内容 主体 取り組んだ事業
今後
の
予定

進捗
状況

2.中小製造業の経営の安定化と新たな成長の促進

施策方針 取り組み内容 主体 取り組んだ事業
今後
の
予定

進捗
状況

(1)工場
適 地 へ
の誘導

(2)新製
品 の 市
場 開 拓
支援
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②トライアル商品の市場開拓支
援
･中小企業等の販路開拓を支援
し、新産業の育成を図るため、
新たな事業分野の開拓を行う
中小企業者（新規創業者含む）
の生産した新商品について、市
が一定の手続きを経て認定す
ることにより、当該新商品を市
の各機関が購入できる制度の
創設を研究する。

市
県 (導入
済み)

場状況の情報収集を支援。
（再掲）
・新世紀産業機構による中小
企業販路開拓総合助成事業
において市場調査費の助成。
（再掲）

・市における導入は慎重に検
討する。

継続

縮小 概ね計
画通り
進んで
いる

①経営安定化支援事業
・融資制度の適切な運用を図り、
企業経営の安定化を図ってい
く。

②緊急経営安定化の支援
・取引企業の倒産など緊急事態
に対して、機動的な融資制度の
運用を図っていく。

市商業労
政課

県、市商
業労政課

･経営安定資金(H23.11 月末)
H21 28 件 151,900 千円
H22 14 件 82,400 千円
H23 11 件 51,000 千円

・緊急経営基盤安定資金
(H23.11 月末)
H21 1120 件 13,505,561 千円
H22 949 件 11,853,689 千円
H23 443 件 5,509,890 千円

継続

継続

概ね計
画通り
に進ん
でいる

概ね計
画通り
に進ん
でいる

①中小企業地域資源活用プログ
ラム事業の支援
・農林水産品、産地の技術、観
光、伝統文化など地域の資源を
活用して地域から大都市圏や
世界への売り込みを目指す「中
小企業地域資源活用プログラ
ム」(経産省・中小企業庁)の認
定を受けて行う事業に対して
支援を行う

②農商工連携の推進
・農業部門と商工業部門の連携
を強化し、地域産品等に関する
販売促進・新商品開発、地域産
業におけるイノベーションの
推進等を効果的に支援してい
く

③特産品販売の支援
・特産品 PRの強化事業として「富
山市特産品展示コーナーの設
置」「富山の物産魅力発信事業」

市、商工
会議所
等、中央
会

市農林水
産・商工
労働部

市薬業物
産課

国認定 H21 1件
県ﾌｧﾝﾄﾞ助成 H22 1件、H23
3件

国認定 H21 2 件、H22 2
件
県ﾌｧﾝﾄﾞ助成 H21 2件、H22
2件、H23 4件

・富山空港国内線ロビー・富
山駅北仮駅舎内物産品展示
コーナー設置 H21～H23
・富山市物産振興会ホームペ

継続

継続

継続

継続

計画通
り進ん
でいる

計画通
り進ん
でいる

計画通
り進ん
でいる

施策方針 取り組み内容 主体 取り組んだ事業
今後
の
予定

進捗
状況

(3)経営
安 定 化
の支援

(4)地域
資 源 活
用 に よ
る 富 山
ブ ラ ン
ド の 育
成
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「富山の物産商品力向上支援
事業」の開催や、物産関連団体
の支援を行う。

ージでの情報発信 H21～H23
・首都圏等で開催される物産
展への出展事業 H21～H23
・富山ブランド講習会の開催
H21～H23

継続

継続

①富山の「くすり」支援事業
・富山くすりフェアの開催によ
る PR 活動や、配置員資質向上
事業を引き続き実施し、薬業団
体の支援を行う。

市薬業物
産課

・「富山くすりフェア」の開
催 H21～H23
・「富山のくすり」ＰＲ事業
H21,H22
・「富山のくすり」販路拡大
ＰＲ推進事業 H23
・配置員講習会の開催 H21
～H23
・幹部、青年研修会の開催
H21～H23

継続

変更

継続

継続

継続

計画通
り進ん
でいる

①新規企業団地の整備
・企業進出の受け皿と、富山市
産業の活性化を図り、雇用創出
を促進するため、新規の企業団
地を整備する。
・約 5ha の分譲用地を確保し、
企業ニーズに迅速かつ的確に
対応する。

②既存企業団地の有効活用
・工場団地や工場用地における
空き工場敷地の情報を収集し、
取りまとめ、新たに工場を求め
る事業者に空き敷地情報を提
供する。

市工業政
策課

中央会
組合等

企業団地造成事業
・呉羽南部企業団地 B・Cブ
ロック（115,691 ㎡）
・熊野北部企業団地（30,621
㎡）
・流杉 IC周辺地区における
基本構想策定
・塩地内において開発に向け
検討を開始

空き工場用地活用促進事業
（H23年 11末までの成約件
数 41件）

継続

拡充

計画通
り進ん
でいる

計画通
り進ん
でいる

①流杉 PA スマート IC の有効利
用
・流杉 PA スマート IC の供用開
始を受けて、周辺企業などの物
流は飛躍的に向上した。今後は
企業団地の整備を考慮してア
クセス道路の改善を推進する。

②道路交通のアクセス性の向上
・富山・高山高規格道路、富山
外郭環状線の整備促進
・広域幹線、主要幹線、幹線道
路の整備促進

市建設部
県

国、県、
市

流杉 IC 周辺の市道改良、案
内標識設置等

・高規格道路…庵谷楡原道路
の供用開始、大沢野富山南道
路の都市計画決定等
・富山外郭環状線…調査・設
計に着手

継続

継続

計画通
り進ん
でいる

計画通
り進ん
でいる

施策方針 取り組み内容 主体 取り組んだ事業
今後
の
予定

進捗
状況

(5)医薬
品 産 業
の育成

3.産業インフラの整備促進

施策方針 取り組み内容 主体 取り組んだ事業
今後
の
予定

進捗
状況

(1)企業
団 地 の
整備

(2)交通
ア ク セ
ス の 改
善
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①公共交通の充実
・従業員の通勤の利便性を図る
ため、鉄道、バス等の公共交通
機関の充実を推進する。

県、市、
民間交通
業者

・引き続き公共交通の充実を
図る。

継続 概ね計
画通り
進んで
いる

①富山市ネットワークの形成
・富山大学、新世紀産業機構、商工会
議所との情報交換を図り、新産業支
援センターを核としたネットワーク
を形成し、実効ある事業を推進。地
域クラスターの創出を支援する。
②支援情報の提供
・産業振興の取り組みを網羅し
た「富山市産業ナビ」を制作し、
産・学・官の体系的な支援情報
を発信する。

市工業政
策課、富
大、商工
会議所等

市工業政
策課

・平成 21年 4月から国立大
学法人富山大学が指定管理
者として管理運営業務を行
い、大学等が有する技術シー
ズや研究成果、人材、機器等
の活用による起業や事業化
の拠点施設と、また、産学官
連携の交流拠点となってい
る。センターには、コーディ
ネーターが常駐し、教育機
関、研究機関、経済団体や民
間企業とのマッチングを支
援するとともに、経営、技術、
財務、法律、特許などに関す
る課題解決を支援。（再掲）
・富山大学と共同でビジネス
プランコンテストを開催し、
大学発ベンチャー等、起業家
の発掘・育成を図った。（再
掲）
・新産業支援センターにて、
起業家セミナー、経営支援セ
ミナーや知的財産セミナー
等を開催するとともに、関係
機関の支援情報を集約し提
供。（再掲）

継続

継続

継続

計画通
り進ん
でいる

①ビジネスマッチングの推進
・意欲ある企業のビジネスマッ
チングや、関係機関との連携を
図り、異業種交流を推進する。

②中小企業育成事業
・中小企業(団体)活動や、もの
づくり人材育成など支援事業
を行う。

市、新世
紀産業、
商工会議
所

市工業政
策課
商工会議
所等

・起業家応援プロジェクトや
インキュベータ交流事業開
催による異業種交流の場を
提供し、また、新産業支援セ
ンター入居者のとやまＩＴ
フェア出展支援によりビジ
ネスマッチングを支援。

・団体への支援や表彰によ
り、中小企業者の交流・連携
を強化し、産業界の活性化・
基盤強化を図った。

継続

継続

計画通
り進ん
でいる

計画通
り進ん
でいる

①ステップアップ促進セミナー
・インキュベータ施設入居企業
などの新分野・新事業進出を促

市、中央
会等

・新産業支援センターにて、
起業家セミナー、経営支援セ
ミナーや知的財産セミナー

継続 計画通
り進ん
でいる

施策方針 取り組み内容 主体 取り組んだ事業
今後
の
予定

進捗
状況

(3)公共
交 通 の
充実

4.ものづくり基盤の強化と経営革新の推進

施策方針 取り組み内容 主体 取り組んだ事業
今後
の
予定

進捗
状況

(1)産・
学・官連
携 の 強
化

(2)企業
間 交 流
の促進

(3)第２
創 業 支
援
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進するため、セミナー等を開催
する。

②ハイテク・ミニ企業団地の再
整備
･建物の改修を順次行うととも
に、卒業者の成長・発展を促
すため周辺での用地確保に努
めるなど、第２創業を支援し
ていく。

③経営相談事業
・施設入居企業が成長し、スム
ーズにインキュベータ施設を
卒業していくために、様々な経
営課題に対処する専門家を派
遣する。

④円滑な事業承継支援
・中小企業の課題の一つとして
事業承継がある。セミナーや専
門家による相談を通じて円滑な承
継を支援していく。

市工業政
策課
中央会

中央会、
市

商工会議
所等

等を開催。21 年度 15 回、22
年度 12回。（再掲）

・団地の一部分譲化や区画面
積の拡大、新たな入居者支援
を検討開始。

・産業支援施設の指定管理者
である中央会、富山大学と
市、関係機関が連携し、入居
者の経営支援を実施。

・新世紀産業機構、経済団体
において中小企業の事業承
継を支援。

継続

継続

継続

計画通
り進ん
でいる

計画通
り進ん
でいる

計画通
り進ん
でいる

①経営革新支援事業
・中小企業経営相談員を配置す
るとともに、商工会議所・商工
会、中央会との連携を通じて経
営者養成セミナー等を開催し、
経営の安定化、経営革新を支援
していく。

②新事業開拓の支援
・新事業の開拓を通じて、経営
革新を図ろうとする企業に対
する助成制度、融資制度の創設
を関係機関との連携を図り研
究する。

市、中央
会、商工
会議所等

市工業政
策課

商業労政課にて中小企業経
営相談員を配置し、創業者を
はじめ様々な事業者の相談
に対応。

・ベンチャー企業等新商品市
場創出促進助成金により、経
営革新計画の承認を受けて
開発した商品の市場創出を
支援。（再掲）

継続

継続

概ね計
画通り
に進ん
でいる

計画通
り進ん
でいる

①就職支援事業
・就職支援セミナーの開催し、
若者の就職を支援する。

市商業労
政課

就職セミナーを開催し、若
者の就職を支援。
・ニートから脱出するための
セミナー H21 37名（ｾﾐﾅ
ｰ）、 9組（個別相談会）
・働くきっかけづくり支援セ
ミナー
H21 18名（ｾﾐﾅｰ）、10組（個

継続 計画通
り進ん
でいる

施策方針 取り組み内容 主体 取り組んだ事業
今後
の
予定

進捗
状況

(4)経営
革 新 の
推進

5.明日を担う人材の確保・育成

施策方針 取り組み内容 主体 取り組んだ事業
今後
の
予定

進捗
状況

(1)U タ
ー ン I
タ ー ン
の促進
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②就職情報・機会の提供促進
・市広報やホームページにより、
就職情報の提供を行い、合同就
職面接会、企業体験会を開催
し、Uターンの促進を図ってい
く。

市商業労
政課、県

別相談会
H22 7名（ｾﾐﾅｰ）、 2組（個
別相談会）
H23 6名（ｾﾐﾅｰ）、 4組（個
別相談会）

市広報やホームページに
より、就職情報の提供を行
い、合同就職面接会、企業体
験会を開催し、Uターンの促
進を図った。
・富山市企業情報ホームペー
ジ掲載企業数（H23.10 月末）
H21 346 社、H22 341 社、
H23 340 社
・富山市企業体験会
（年 2回実施）参加学生数、
参加企業数
H21  94 名、127名、各回 15
社
H22 148 名、148名、各回 15
社
H23 144 名、130名、各回 15
社
※2回目は H24.1 月実施
※21年度までは企業見学会
（企業見学バスツアー）

県においてのＵターン施策
・元気とやま！就職セミナー
参加者数
名古屋会場：70名
京都・大阪会場：110名
金沢会場：80名

継続 計画通
り進ん
でいる

施策方針 取り組み内容 主体 取り組んだ事業
今後
の
予定

進捗
状況
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①技能訓練等機会の提供
・技能訓練をはじめ、各種講座、
講習会、研修会等の会場となる
富山市職業訓練センターの充
実を図り、パソコン実用講座な
どを開催する。

②技能勤労者表彰事業

市商業労
政課

市商業労
政課

技能訓練をはじめ、各種講
座、講習会、研修会等の会場
となる富山市職業訓練セン
ターの充実を図り、パソコン
実 用 講 座 等 を 開 催 。
(H23.12.15 現在)
・職業実務講座受講者数
H21 213 名、H22 217 名、
H23 144 名
・資格取得・受験講座受講者
数
H21 148 名、H22 106 名、
H23 103 名
・パソコン実用講座受講者数
H21 529 名、H22 425 名、
H23 288 名
・一般技能・生涯学習講座受
講者数
H21 90名、H22 53 名、H23
58 名

・技能勤労者表彰 表彰者数
H21 20名、H22 21 名、
H23 23 名

継続

継続

計画通
り進ん
でいる

計画通
り進ん
でいる

①高齢者雇用支援
・高年齢者雇用情報室の設置や
高年齢者雇用奨励金の交付な
どにより高齢者雇用を推進す
る。

②各種障害者雇用支援
・障害者就業体験支援助成金や
障害者雇用奨励金、障害者雇用
連絡協議会の開催により障害
者雇用を推進する。

市商業労
政課

市商業労
政課

高年齢者雇用情報室の設置
や高年齢者雇用奨励金の交
付等により高齢者雇用を促
進。（H23.11 月末）
・高年齢者雇用情報室の来所
者数H21 15,761名、H22 4,890
名、H23  584 名
※21年度は「高年齢者職業相
談室（ハローワークの出先機
関）」、22年度は「高年齢者雇
用相談室（市単独）」
・ 高 年齢 者 雇用 奨 励金
（H23.11 月末）
H21 113 事業所、124 名、
8,019 千円
H22 82 事業所、105 名、
6,567 千円
H23 56事業所、79名、 5,195
千円

障害者就業体験支援助成
金や障害者雇用奨励金、障害
者雇用連絡協議会の開催に
より障害者雇用を推進。
・障害者就業体験支援助成金
H21 43事業所、45名、 1,476
千円

継続

継続

計画通
り進ん
でいる

計画通
り進ん
でいる

施策方針 取り組み内容 主体 取り組んだ事業
今後
の
予定

進捗
状況

(2)キャ
リ ア 形
成 の 支
援

(3)再雇
用・継続
雇 用 制
度 の 導
入促進
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③雇用創出企業立地助成金
・工場等の新増設に際して 10人
以上の新規雇用について支援
する。

市工業政
策課

H22 37事業所、39名、 1,156
千円
H23 12 事業所、12 名、480
千円(H23.11 月末)
・障害者雇用奨励金
H21 75事業所、77名、 7,786
千円
H22 58事業所、61名、 6,137
千円
H23 25事業所、25名、 2,533
千円(H23.11 月末)
・障害者雇用連絡協議会
（年２回開催）

H21  ５社 １８５名
H22  ２社  ３６名

継続 計画通
り進ん
でいる

①雇用環境整備事業
・女性の社会進出を支援するため、
事業所内保育施設の設置につい
て支援を行い、また、ファミリー
サポートセンター事業を通じて
女性の働きやすい社会づくりに
努める。

市商業労
政課
市こども
福祉課

事業所内保育施設の運営に
ついて助成。H21～H23 1件
100万円（継続）
ファミリーサポートセンタ
ー事業は、市こども福祉課に
事業移管し、福祉施策として
実施中。

継続 計画通
り進ん
でいる

①熟練シルバー人材活用の推進
・技術と経験を有する「ベテラ
ン技術者等」の活用を図ってい
くため、市シルバー人材センタ
ーとの連携を図り、市内企業の
経営に活かす仕組みを研究す
る。

市
市シルバ
ー人材セ
ンター

市シルバー人材センター
等の関係機関と連携を図り、
熟練技術者を活用できるよ
う、周知・啓発に図った。

継続 計画通
り進ん
でいる

①勤労者福祉推進事業
・中小企業退職金共済契約掛金
補助、労働福祉団体貸付預託
金、勤労者福祉サービスセンタ
ー運営支援、勤労総合福祉セン
ター事業を通じて市内企業の
従業員の福祉向上を支援して
いく。

市商業労
政課

中小企業退職金共済契約
掛金補助、労働福祉団体貸付
預託金、勤労者福祉サービス
センター運営支援、勤労総合
福祉センター事業を通じて
市内企業の従業員の福祉向
上を支援。
・中小企業退職金共済契約掛
金補助金（H23.11 月末）
H21 57 事業所、4,766 千円
H22 69 事業所、5,566 千円
H23 55 事業所、1,987 千円
・労働福祉団体貸付預託金
【預託先：北陸労働金庫】
269,000千円(H21～H23同額)
【預託先：（財）富山県勤労
者信用基金協会】
74,400 千円(H21～H23同額)

継続 計画通
り進ん
でいる

施策方針 取り組み内容 主体 取り組んだ事業
今後
の
予定

進捗
状況

(4)女性
雇 用 の
促進

(5)熟練
技 術
者・技能
者 の 活
用

(6)勤労
者 福 祉
の充実
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②福利厚生施設建設助成金 市工業政
策課

H21  ４社 16,490 円
H22  ４社 11,646 円

継続 計画通
り進ん
でいる

①再就職のためのホームヘルパ
ー2級講座の開設
・再就職を目指す求職者を対象
にホームヘルパー2 級講座を開
設し、介護分野の資格取得を支
援する。→H22年度にて廃止

①再就職資格取得支援事業
・再就職を目指し職業訓練を受
講した求職者に対し、受講料を
助成する。

富山地域
職業訓練
センター

市商業労
政課

･ホームヘルパー2級講座受
講者数
H21 276 名、H22 237 名
うち就職者数(H23.12 月末)
H21 199 名、H22 137 名

再就職を目指し職業訓練
を受講した求職者に対し、受
講料を助成。（H23.11 月末）
・再就職資格取得支援助成金
H21 304 件、12,837 千円
H22 202 件、 8,501 千円
H23  91 件、 3,947 千円

廃止

継続 計画通
り進ん
でいる

①富山市エコタウンの利用促進
②リサイクル促進 PR事業
・産業廃棄物、事業所系一般廃
棄物のリサイクル化を推進す
る PR活動を実施する。

市環境政
策課
市工業政
策課

エコタウン産業団地は平成
２２年７月に７施設が揃い、
誘致の目的は達成。
エコタウン交流推進センタ
ーの具体的な事業実施はな
いが、出前講座等での紹介、
体験講座等のソフト事業を
通してのＰＲ、ホームペー
ジ・ビデオ・パンフレットで
の広報など、様々な方法によ
る側面的な支援を行うこと
で、エコタウン内のリサイク
ル施設の利用促進に一定の
効果が得られた。
また、行政による利用とし
て、地区センター等での廃食
用油の回収や、モデル地区を
設けて生ごみの回収を行い、
エコタウン内施設を利用し
リサイクルに取り組んでい
る。
【課題】
利用促進につながる具体的
な事業や方策の検討。

継続 計画通
り進ん
でいる

①環境関連新事業創出促進助成
金

市工業政
策課

実績なし 継続 概ね計
画通り
進んで
いる

施策方針 取り組み内容 主体 取り組んだ事業
今後
の
予定

進捗
状況

(7)再就
職 の 支
援

6.持続可能な省エネ・省資源構造の推進

施策方針 取り組み内容 主体 取り組んだ事業
今後
の
予定

進捗
状況

(1)産業
廃 棄 物
の リ サ
イ ク ル
化 の 促
進

(2)省エ
ネ・省資
源 技
術・設備
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②省エネ・省資源設備導入の促
進
・工場適地において大幅な省エ
ネルギー・省資源設備の導入に
対して支援施策を検討する。

市商業労
政課

・省エネ関連の設備投資につ
いても、融資のあっせん。

継続 概ね計
画通り
進んで
いる

①チームとやましの推進
団体・事業者などが自主的にチ
ームを結成し、具体的な温暖化
防止行動とその目標を掲げ、「チ
ームとやまし」のメンバーとな
って取り組むことで、市民総参
加の行動へと広げ、温室効果ガ
ス削減の成果を上げていく。

②環境モデル都市の推進
公共交通を軸としたコンパク
トなまちづくりを進め、都心居
住を誘導し、富山市全体の二酸
化炭素の低減を図る目標を実現
するため、事業者や従業者の CO2
削減の活動を促進していく。

市、事業
者、市民

市、事業
者、市民

チームとやまし推進事業
・みどりのカーテン
H21徳風幼稚園
H22あけぼの幼稚園、中央小
H23やまむろ保育園、広田小
・教育指定校（環境教育実施
時に 10万円の補助金支給）
H21中央小、上滝中
H22中央小、倉垣小
H23藤木中
【課題】
メンバーの拡充と環境意識
の醸成

環境モデル都市推進事業
H21 行動計画に掲げた事業
の実施
H22 行動計画に掲げた事業
の実施とH21のフォローアッ
プ
H23 行動計画に掲げた事業
の実施とH22のフォローアッ
プ
【課題】
事業実施のための財源確保
と温室効果ガスの削減

継続

継続

計画通
り進ん
でいる

計画通
り進ん
でいる

施策方針 取り組み内容 主体 取り組んだ事業
今後
の
予定

進捗
状況

導 入 支
援

(3)温暖
化 防 止
の 取 り
組 み 促
進
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